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情報システム開発の成否に影響を与える
組織文化の要因の研究

河村 智行1,a) 高野 研一1

受付日 2012年4月7日,採録日 2012年9月10日

概要：本研究は，「組織文化が，プロジェクト計画作業を通して，情報システム開発の成否に影響を与え
る」という仮説を設け，日本の受託企業の情報システム開発の成否に影響を与える要因を調査した．調査
方法は，インターネットアンケートおよび統計処理を用いた．多変量解析の結果，組織文化がプロジェク
ト計画の精度に影響を与えること，そしてプロジェクト計画の精度がプロジェクトの成否に影響を与える
ことを確認した．さらに，共分散構造分析を利用した組織文化の因子のパス解析の結果，失敗防止に対す
る組織方針・意識が，開発手順の整備・順守，プロジェクトマネージャの上司のプロジェクトへの関与，
およびプロジェクトマネージャの社内の情報獲得に影響を与えることを明らかにした．
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Abstract: The study aims to identify factors of the organizational culture that affect the performance of
the information systems development in Japanese IT vendors. Moreover, the project plan was put as one
of the most important phases of the information systems development that the organizational culture af-
fects. In order to identify the factors, internet questionnaire survey was carried out, and statistics analysis
was conducted. From the result of the research, the fact that the organizational culture affects accuracy of
project plan and accuracy of project plan affects project performance was confirmed. Then, as an internal
structure of the organizational culture, it was identified that consciousness of prevention from project failure
affects improvement of procedure of information systems development, project participation of supervisors
of project managers and information sharing in a company.
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1. はじめに

情報技術産業は，1950年代の商用コンピュータの登場以

来，飛躍的な進歩をとげてきた．情報技術産業を構成する

主要な産業の 1つに情報システム開発がある．わが国にお

ける情報システム開発は，作業の 77%を受託企業（顧客か
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ら情報システム開発業務を請け負う企業）が実施している

といわれ [1]，その投資額は 2009年に約 14兆円に達し [2]，

今後もさらなる成長が期待されている．しかし，その一方

で，古くから開発プロジェクトの失敗が問題となってき

た．情報システム開発の成否に関する多数の研究を調査し

たMcLeodら [3]は，情報システム開発の成否の定義は観

点によって異なるため，一律に規定することは困難である

と述べている．いくつかある定義の中で，開発者の視点で

比較的よく利用される定義として，品質（Q：Quality）・
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表 1 失敗要因の分類（The Standish Group）

Table 1 Classification of failure factors (The Standish Group).

コスト（C：Cost）・スケジュール（D：Delivery）の計画

値と実績値の差異がある．この定義に従い，日本の情報シ

ステム開発の成否状況を，日経 BP [4]，および日本情報シ

ステム・ユーザー協会（JUAS：Japan Users Association

of Information Systems）[1]が調査している．日経 BPに

よると，2003年以降，情報システム開発の約 70%が失敗

プロジェクトであるとされており，プロジェクトの成功率

の向上が望まれている．本研究は，日本の情報システム開

発において重要な位置を占める受託企業の立場から，プロ

ジェクトの成否に影響を与える要因を明らかにし，失敗低

減に寄与することを目的とする．

情報システム開発の失敗要因を，The Standish Group [5]，

日経 BP [6]，および JUAS [7]が調査しており，これらの

調査はほぼ同様の要因を指摘している．筆者らは，これら

を，要求開発の精度，プロジェクト計画の精度，メンバの

能力・数，および組織活動の精度の 4つの主要な要因に分

類できると考えた．The Standish Groupの失敗要因の分

類を表 1 に示す．

本研究では，以下の 2つの仮説を構成し，プロジェクト

の成否に影響を与える要因を解明する．

第 1は，日本の受託企業の情報システム開発において，

プロジェクト計画の精度がプロジェクトの成否に影響を与

えているという仮説である．前述のとおり，情報システム

開発の主要な失敗要因は，要求開発の精度，プロジェクト

計画の精度，メンバの能力・数，組織活動の精度の 4つに

分類できる．これらの中で，プロジェクト計画の精度が，

重要な失敗要因であると考えた．

McLeodら [3]は，多数の研究においてプロジェクト計

画に関する活動，つまり規模・コスト・スケジュールの見

積り，およびリスクの特定などがプロジェクトの成否に影

響を与えることが確認されている，と述べている．これら

の研究は主に海外の情報システム開発を対象としたもので

ある．また，Vernerら [8], [9]は，アメリカ・オーストラ

リアにおける自社向け情報システム開発を調査した結果，

納期の決定・作業量見積りがプロジェクトの成否に影響を

与えると報告している．日本国内に目を向けると，Takagi

ら [10]は，日本の特定企業における自社向け組込みソフト

ウェア開発を調査した結果，見積りの精緻化，成果物の詳

細化，および進捗管理計画の精緻化がプロジェクトの成否

に影響を与えると報告している．さらに，古山ら [11]は，

日本の主要な受託企業から収集した情報システム開発プロ

ジェクトの実績データを分析した結果，プロジェクト計画

時に工期の妥当性を評価したプロジェクトは，納期遅延を

起こす割合が低いと報告している．以上より，本研究が対

象とする全般的な日本の受託企業の情報システム開発にお

いても，プロジェクト計画の精度がプロジェクトの成否に

影響を与えることが想定できる．

第 2は，受託企業の組織文化がプロジェクト計画の精度

に影響を与えているという仮説である．プロジェクト計画

の精度向上は古くから重要なテーマとして取り上げられて

おり，プロジェクトマネジメント手法・見積り手法の研究，

PM（Project Manager）教育，および過去のプロジェクト

資産の流用といった取り組みが，1960年代から研究され，

実活動に適用されてきた．しかし，前述のとおり依然とし

てプロジェクト計画に関する活動がプロジェクトの失敗要

因として報告されている．筆者らは，これらの取り組みの

効果を十分に得られていないプロジェクトが多く存在し，

その要因として，取り組みを実践するプロジェクト関係者

の意識が影響を与えていると考えた．

Schein [12]は，組織文化とは，組織の根本にある「無意

識の当たり前の信念」，それにより提示される組織の「戦

略，目標」，そして「目に見える組織構造および手順」の 3

階層で構成され，組織の活動成果に大きな影響を与えると

述べている．この考えに従うと，プロジェクト関係者の意

識が「無意識の当たり前の信念」に相当し，プロジェクト

計画の精度向上のための取り組みが「目に見える組織構造

および手順」に相当し，これらが組織文化であるといえる．

McLeodら [3]は，いくつかの研究において，組織文化が

プロジェクトの成否に影響を与える要因の 1つとして確認

されている，と述べている．これらの研究によると，組織

文化がユーザと開発者間のコミュニケーション，部署横断

の協力，およびユーザの情報システムの利用促進に影響を

与える要因であると報告している [13], [14], [15], [16]．た

とえば，合意形成を重視する組織文化は，作業者間のコミュ

ニケーション・衝突回避を促進し，良好なプロジェクト結

果をもたらすと報告されている [17]．また，変化や継続的

改善を受け入れる組織文化の育成が，ERPシステムの導入

などの変化を促進するといわれている [18]．その一方で，

ユーザは，経営層の指針よりも現状の彼らの作業を減らす

方向で，新しいグループウェアシステムを導入するという

点に，組織文化が影響を与えているといわれている [15]．

これらの研究結果より，本研究が対象とする，受託企業の

プロジェクト計画作業においても，組織文化が PMなどの

プロジェクト計画作業の関係者の行動に影響を与え，プロ
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ジェクト計画の精度に影響を及ぼすことが想定される．

以上より，本研究の仮説を，「組織文化が，プロジェクト

計画作業を通して，情報システム開発の成否に影響を与え

る」とし，日本の受託企業の情報システム開発の成否の要

因を分析する．

研究の方法として，アンケート調査，インタビュ調査，

および観察調査があげられる．本研究では，日本の情報シ

ステム開発のデータを幅広く収集できること，および収集

結果を定量的に分析できることを考慮し，インターネット

によるアンケート調査を実施して研究データを収集する．

調査は，約 439万人の日本最大のモニタ数（2011年 12月

時点）を有する，ネットマイル社のネットマイルリサーチ

を利用する．なお，インターネットによるアンケート調査

は，住民基本台帳を枠母集団に利用する従来の郵送による

アンケート調査と比較し，高年齢層およびインターネット

を利用しない層がカバーできない，都市部・高学歴が多い，

などサンプルが偏っているという問題が指摘される．しか

し，近年の研究では，無条件でデータを比較することは困

難であるものの，郵送によるアンケート調査とインター

ネットによるアンケート調査の収集データの傾向は類似し

ており，インターネットによるアンケート調査であること

を付記したものであれば利用可能であるとする研究が増え

ている [19], [20]．また，本研究のアンケートは，プロジェ

クト全体の状況を俯瞰できることを考慮し，情報システム

開発の受託企業の PMを対象とする．そのため，高年齢層

およびインターネットを利用しない層がカバーできない，

といった問題の影響は比較的少ないと考える．

本研究の調査・分析は以下の手順で実施する．

1. 組織文化・プロジェクト計画の精度・プロジェクトの

成否のアンケート作成

2. アンケート実施

3. 目的変数（プロジェクト計画の精度・プロジェクトの

成否）の合成

4. 因子分析による説明変数（組織文化）の共通因子抽出

5. 重回帰分析による仮説の確認

6. 共分散構造分析による組織文化の構造の確認

本章に続く 2章では，アンケートの作成手順と作成した

アンケートの内容を説明する．3章ではアンケートを実施

し，回収したデータの概要を説明する．そして，4章では回

収したデータをもとに，組織文化，プロジェクト計画の精

度，およびプロジェクトの成否の関係を，多変量解析（変

数合成・因子分析・重回帰分析）および共分散構造分析を

用いて分析し，その結果を考察する．

2. アンケートの作成

2.1 アンケート設計

アンケート作成の事前作業として，アンケートに含むべ

き内容を設計した．

表 2 組織文化のアンケート設計

Table 2 Questionnaire design for organizational culture.

2.1.1 組織文化

組織文化のアンケート設計は，KJ法を用いて作成した．

まず，プロジェクト計画を通して情報システム開発の成否

に影響を与えると考えられる組織文化の要因を可能な限り

洗い出した．洗い出しのモレを防ぐために，組織文化とプ

ロジェクト計画に関する以下の 2つのモデルを参照した．

組織文化は，その国や地域の風土・気質・伝統・治安など

様々な要因の影響を受けるため，日本独自の組織文化を考

える必要性がある [21]．この考えに従い，既存研究の安全

文化の構成要因を整理し，安全文化の 8軸モデル [22]が提

唱された．情報システム開発の失敗防止に対する組織文化

を検討するうえで本モデルが適していると考え，参照した．

また，プロジェクト計画作業を検討するうえで候補に

なるのは，CMMI（Capability Maturity Model Integra-

tion）[23]および PMBOK（Project Management Body of

Knowledge）[24]である．PMBOKはプロジェクトマネジ

メントに特化しているのに対し，CMMIはプロジェクト

マネジメントだけでなく，エンジニアリング活動および組

織活動をカバーするモデルである．組織活動を含めたプロ

ジェクト計画への影響を調査することを考慮し，CMMIを

参照した．

組織文化の要因の洗い出し作業の結果，205個の要因を

特定した．そして，これらの要因を整理し，9項目からな

る組織文化のアンケート設計を作成した（表 2）．

2.1.2 プロジェクト計画の精度

プロジェクト計画の精度のアンケート設計は，前述の組

織文化との対応を考慮し，CMMIのプロジェクト計画策定

プロセスで定義されている活動に従い設計する．主な内容
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は，スコープ（開発するシステムの範囲）の計画，QCDの

計画，リスクの特定，およびステークホルダの合意が実施

されていることの確認である．

2.1.3 プロジェクトの成否

プロジェクトの成否のアンケート設計は，開発者の視点

で利用されるプロジェクトの成否の定義に従い設計する．

つまり QCDの計画値と実績値の差異を確認する．また，

前述のプロジェクト計画の精度との対応を考慮し，スコー

プの計画値と実績値の差異も確認する．

最後に，アンケート設計にモレがないことを確認するた

めに，情報処理推進機構が提供しているプロジェクト見え

る化のためのヒアリングシート [25], [26], [27]との対応を

確認した．また，安全文化の 8軸モデルの専門家 1名，お

よび CMMIの専門家である受託企業に勤務するプロセス

改善担当 2名がレビューした．

2.2 アンケート作成

アンケート設計をもとに以下の 4つの部分からなるアン

ケートを作成した．作成に際しては，情報処理推進機構が

作成したアンケート項目 [28]を参考にした．

第 1に，回答する PMの属性，および定性的な意見など

を確認する「属性・自由回答」である．全 27設問で構成

される．第 2に，組織文化のアンケート設計の 9項目を確

認する「組織文化」である．全 63設問で構成される（設

問は表 3 に示されている）．第 3に，プロジェクト計画の

精度のアンケート設計を確認する「プロジェクト計画の精

度」である．以下の 8設問で構成される．

• 顧客要求を十分に考慮し，必要なシステム化の範囲
（機能）を特定した．

• 見積りの根拠（作業内容・必要リソース・技術，など）
を十分に検討し，コストを算定した．

• 見積りの根拠（作業内容・必要リソース・技術，など）
を十分に検討し，スケジュールを算定した．

• 見積りの根拠（作業内容・必要リソース・技術，など）
を十分に検討し，品質目標を設定した．

• 重大なリスク・課題を特定し，対策を検討した．
• プロジェクトの利害関係者を整理し，役割・責任を明
確にした．

• 社内外の重要な利害関係者と計画の内容を合意した．
• 必要な内容を記載した契約書に基づいて，顧客と契約
を結んだ．

第 4に，プロジェクトの成否のアンケート設計を確認す

る「プロジェクトの成否」である．以下の 4設問で構成さ

れる．

• 計画したシステム化の範囲（機能）を開発した．
• 計画したコストどおりに完了した．
• 計画した納期どおりに納品した．
• 想定したとおりの品質（納品後の不具合状況）だった．

また，組織文化，プロジェクト計画の精度，およびプロ

ジェクトの成否の選択肢は，収集データを定量的に分析す

ることを考慮し，「非常によくあてはまる」，「あてはまる」，

「少しあてはまる」，「あまりあてはまらない」，「あてはまら

ない」，および「まったくあてはまらない」の 6件法を用い

て作成した．

最後に，アンケート回答者が正しくアンケートに回答で

きることを確認するために，受託企業に勤務する 3 名の

PMがアンケートに回答し，チェックを行った．チェック

を実施した PMは，PM経験年数 5年以下，6年～10年，

11年以上の 3名である．

3. アンケート実施結果

3.1 データの回収

ネットマイル社のネットマイルリサーチを利用して，最

大回収数を 500名に設定したアンケート調査を実施した．

アンケートは 2011/10/20（金）18:35にネットマイル社が

回答依頼を行い，2011/10/21（土）10:52に 500名のデー

タの回収を完了した．アンケート回答者の条件は以下の 3

点である．回答に際しては，現時点から最も近い時期に完

了したプロジェクトのプロジェクト計画作業を意識して回

答するように依頼した．

• 情報システム開発の受託企業に勤務している．
• 2006年度以降に完了した開発プロジェクトの PMを

担当した．

• 上記プロジェクトの計画作業を実施した．
次に，回収したデータの中で組織文化，プロジェクト計

画の精度，およびプロジェクトの成否に関する設問の回答

に対して，ヒストグラムを用いてデータの分布を確認した．

その結果，多少の偏りは見られるものの正規分布と仮定し

てよいレベルの分布傾向であると判断した．

3.2 有効データの抽出

以下の 4つの条件に合致するデータは分析には不適切と

判断し，対象外とした．

第 1に，回答時間が極端に短いデータである．1設問の

回答時間を 2秒程度とし，合計 200秒以内に回答したデー

タ 36件を対象外とした．第 2に，同じ選択肢を偏って選

択しているデータである．組織文化，プロジェクト計画の

精度，およびプロジェクトの成否に関する設問で，80%以

上同じ選択肢を選択しているデータ，またはアンケート 9

画面中 7画面以上で，画面内の選択肢すべてを同じものを

選択しているデータ 30件を対象外とした．第 3に，論理

的に値が一致していないデータである．以下の条件に 2つ

以上合致したデータ 2件を対象外とした．

• 年齢から IT業界の経験年数を引いた値が 15年以下．

• 年齢から PM経験年数を引いた値が 18年以下．

•「標準プロセス」，「第三者チェック」，「過去のプロジェ
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表 3 組織文化の因子分析結果（プロマックス回転後のパターン行列）

Table 3 Factor analysis result of organizational culture (Factor pattern matrix).
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クト情報の共有」，「人材情報の共有」，「トラブル事

例の共有」，「育成プログラム」，および「先輩から学

ぶ機会」に関する設問において，仕組みの整備の充実

が「まったくあてはまらない」または「あてはまらな

い」を選択しているにもかかわらず，仕組みの役立ち

が「あてはまる」または「非常によくあてはまる」を

選択している．

第 4に定性的な意見を記述する自由回答で，本アンケー

トの意図を理解していないと思われるコメントを記述して

いるデータである．9件のデータを対象外とした．

以上より，複数条件に該当するデータも含め，56件の

データを対象外とした．これより本研究では，回収した

500件のデータのうち 88.8%にあたる 444件のデータを分

析対象とした．

3.3 回答者の分布

444件の有効データの回答者の分布は，平均年齢 41.1歳，

IT業界平均経験年数 17.3年，PM平均経験年数 7.8年，男

性 419名（94.4%），女性 25名（5.6%）であった．情報処理

技術者試験のプロジェクトマネージャ試験 [29]では，2011

年の受験者の平均年齢が 38.7歳と報告されている．また，

日経 BP [30]が実施した ITスキルレベルの調査によると，

PMの平均年齢は 37–39歳前後と報告されている．これよ

り，本研究で扱うデータは他の機関の扱うデータとほぼ同

じ傾向のデータであると仮定できる．

4. データ分析結果と考察

4.1 変数の合成と因子分析

データ分析の事前準備として，複数の設問から構成され

る「プロジェクトの成否」および「プロジェクト計画の精

度」を，それぞれ 1つの目的変数に合成した．これは，プ

ロジェクトマネジメントは，QCDなどの競合する要求事

項のバランスをとりながら推進することが重要であるた

め [24]，個別の設問を用いて分析するより合成した変数を

用いる方が，プロジェクトの状況を理解するうえでふさわ

しいと考えたためである．また，「組織文化」は，63設問

という多数の変数で構成されているため，因子分析を用い

て説明変数となる共通因子を抽出した．分析には，統計解

析ソフトウェアである SPSS Statistics 18を利用した．

4.1.1 目的変数の合成

まず，4設問で構成される「プロジェクトの成否」を合

成した．4 設問の信頼性分析の結果，クーロンバックの

α .781であり，内的整合性は十分であると判断した．各設

問の回答を単純合計し設問数で除して得られた値を目的変

数「Y2：プロジェクトの成否」とした．次に，8設問で構

成される「プロジェクト計画の精度」を合成した．8設問

の信頼性分析の結果，クーロンバックの α .912であり，内

的整合性が高いと判断した．各設問の回答を単純合計し設

表 4 因子・目的変数間の相関関係

Table 4 Factors and response variables correlation matrix.

表 5 因子の名称

Table 5 Name of factors.

問数で除して得られた値を目的変数「Y1：プロジェクト計

画の精度」とした．

4.1.2 説明変数の因子分析

63設問からなる「組織文化」の因子分析を行い，説明変

数となる因子を特定した．因子分析の方法は，厳密性が高

いという理由で推奨されることの多い最尤法を利用した．

また，回転の方法は因子の内容，および因子間の関係が明

確になるプロマックス回転を選択した．因子分析の結果，

一般的な判断基準である固有値が 1以上の 11因子を説明

変数として採用した．なお，回転前の 11因子で組織文化

の 63設問を説明する割合は，72.2%であった．回転後のパ

ターン行列は表 3，因子・目的変数間の相関は表 4 のとお

り．また，因子を構成する設問をもとに，各因子の名称を

表 5 のとおり命名した．以降の作業では，SPSS Statistics

18が生成した 11因子の因子得点を分析に利用する．

4.2 仮説の確認

まず，プロジェクト計画の精度がプロジェクトの成否に

影響を与えていることを確認するために，説明変数を「Y1：

プロジェクト計画の精度」，目的変数を「Y2：プロジェク

トの成否」とし，回帰分析を実施した．この結果，調整済

み決定係数 R2 は .328であった（表 6）．この値は十分強

c© 2012 Information Processing Society of Japan 2859



情報処理学会論文誌 Vol.53 No.12 2854–2864 (Dec. 2012)

表 6 回帰分析結果（目的変数 Y2）

Table 6 Result of regression analysis (Response variable: Y2).

表 7 重回帰分析結果（目的変数 Y1）

Table 7 Result of multiple regression analysis (Response

variable: Y1).

いとはいえないが，アンケート結果を利用した回帰分析で

は，調整済み決定係数が低い値となる傾向があり，調整済

み決定係数 R2 が .4を下回る値であっても関係があるとす

る研究がいくつか見られる [31], [32], [33]．よって，「Y1：

プロジェクト計画の精度」が「Y2：プロジェクトの成否」

に影響を与えていると判断してよいと考える．

次に，組織文化がプロジェクト計画の精度に影響を与え

ていることを確認するために，説明変数を「組織文化のす

べての因子 X1–X11」，目的変数を「Y1：プロジェクト計

画の精度」とし，重回帰分析を実施した．なお，すべての

説明変数が目的変数に影響を与えるとは限らないため，重

回帰分析の方法は，F値が大きい順（決定係数 R2 に有意

な増加を生じている順）に説明変数を自動抽出するステッ

プワイズ法を利用した．この結果，組織文化の因子として

「X6：PMのスキル・アサイン」，「X4：開発手順の整備・順

守」，「X9：SMと PMの信頼」，「X8：社内の情報」，「X1：

営業の関与」および「X7：営業と PMの信頼」の 6つの

説明変数が抽出され，調整済み決定係数 R2 は .336であっ

た（表 7）．前述と同じく，十分強い値とはいえないが，同

様に組織文化の 6つの因子が「Y1：プロジェクト計画の精

度」に影響を与えていると判断してよいと考える．また，

これら 6つの組織文化の因子と「Y1：プロジェクト計画の

精度」の相関関係を確認すると（表 4），3つの因子が相関

係数．4以上のやや強い関係があり，2つの因子が相関係

数．2以上のやや弱い関係があることが分かる．これは組

織文化の 6つの因子が「Y1：プロジェクト計画の精度」に

影響を与えていることを補強するものである．

図 1 仮説の確認

Fig. 1 Investigation result of the hypothesis.

以上より，本研究の仮説である，「組織文化が，プロジェ

クト計画作業を通して，情報システム開発の成否に影響を

与える」という関係（図 1）が，定量的に有意であること

を示唆している．

4.3 組織文化の構造の確認

組織文化の因子の関連を確認するために，共分散構造分

析（SEM：Structural Equation Modeling）を利用してパ

ス解析を行った．パス解析は，まず 2つの目的変数と組織

文化の因子の関連をモデルとしてパス図で表現し，次に

SEMでモデルの妥当性を確認するという手順で実施した．

SEMとは，ある事象に対する因果モデルを設定し，その仮

説の妥当性を検討するための統計的手法である．SEMの

代表的な評価指標として，モデル全体の評価指標であるカ

イ二乗検定・GFI・AGF・RMSEA，およびモデルの部分

評価指標である t検定がある．各評価指標の概要は以下の

とおりである．

• カイ二乗検定：モデル全体が正しいかどうかの検定．
一定の有意水準の値より小さいときに帰無仮説が採択

される．

• GFI（Goodness of Fit Index）：モデルの適合度の指

標．0～1の値をとり，1に近いほど説明力のあるモデ

ルといえる．

• AGFI（Adjusted Goodness of Fit Index）：1に近いほ

どデータのあてはまりが良い．「GFI >= AGFI」であ

り，GFIに比べて AGFIが著しく低下するモデルは好

ましくない．

• RMSEA（Root Mean Square Error of Approxima-

tion）：モデルの分布と真の分布とのかい離を 1 自

由度あたりの量として表現した指標．一般的に 0.05以

下であればあてはまりが良く，0.1以上であればあて

はまりが悪いと判断する．

• t検定：各パスの係数が有意であるかの検定．
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図 2 組織文化の構造

Fig. 2 Structure of organizational culture.

表 8 共分散構造分析の指標

Table 8 Fit index of structural equation model.

分析には，共分散構造分析ソフトウェアである Amos 18

を利用した．モデル作成にあたって，図 1 のパス図をもと

に表 4 の相関関係の強い因子をパス図に追加し，モデルを

作成した．そして，SEMで，モデルの評価指標を確認し

ながら見直しを行った（図 2）．この結果，SEMの評価指

標は十分な値であり（表 8），定量的に本モデルが高い確率

で成立することを示唆している．このモデルより，組織文

化，プロジェクト計画の精度，およびプロジェクト成否の

関係には，次項以降で述べる 3つのケースが確認できる．

なお，図 1に示した「X1：営業の関与」および「X7：営

業と PMの信頼」は，SEMの結果，組織文化の因子に含む

べきではないと判断した．これは，重回帰分析（表 7）で

抽出された順序から想定できるように，他の因子に比べて

「Y1：プロジェクト計画の精度」に対する影響が小さく，こ

れらの因子を含めたモデルを SEMで確認すると十分な評

価指標が得られないためである．これより，営業の関与や

信頼がプロジェクト計画の精度に影響を与えるケースがあ

りうるが，モデル全体で見た場合，相対的に大きな影響で

はないと推測される．

4.3.1 開発手順の整備・順守が向上するケース

「X5：失敗防止の組織方針・意識」が強い傾向にあると，

「X4：開発手順の整備・順守」が向上し，結果として「Y1：

プロジェクト計画の精度」が向上するケース．以下，因子

間の関係を説明する．

まず，「X5：失敗防止の組織方針・意識」が「X4：開発

手順の整備・順守」に強い影響を与えていることが分かる．

開発手順の整備は，プロジェクト計画作業の標準的な手順

を構築しプロジェクトに適用することで，プロジェクト計

画作業の漏れ・間違いなどを防止する活動である．組織内

の失敗防止の方針・意識が高まると，開発手順整備のため

の経営層のリソース提供と，手順を順守する従業員の意識

が向上し，開発手順の整備・順守が促進されると考えられ

る．この関係は，Agileをベースとした開発において，組織

文化の違いが異なる開発手順の選択に影響を与えている，

という Iivariら [34]の研究結果と類似した傾向を示してい

ると考えられる．

次に，「X4：開発手順の整備・順守」が「Y1：プロジェ

クト計画の精度」に影響を与えていることが分かる．開発

手順の整備は，プロジェクトの直接の関係者である SM・

PMなどの作業内容だけでなく，プロジェクト計画の第三

者チェックの作業内容の明確化が含まれる．第三者チェッ

クの実施が促進されることで，プロジェクト計画の精度が

向上すると考えられる．また，「X4：開発手順の整備・順

守」が「X2：SMの関与」に影響を与えていることが分か

る．開発手順が整備されると，プロジェクト計画の作業内

容，および役割・責任が明確になる．そのため，プロジェ

クト計画作業の主要な関係者である SMが，適した関与を

実施するようになると考えられる．そして，「X4：開発手

順の整備・順守」が「X6：PMのスキル・アサイン」に影

響を与えていることが分かる．これは，前述と同じく，プ

ロジェクト計画の作業内容が明確になることで，PMの知

識を補完する効果が生じ，PMのスキル不足を改善すると

考えられる．「X4：開発手順の整備・順守」が与えるこれ

らの影響は，組織の標準開発手順が，プロジェクト参加者

のコミュニケーション，および関係の改善を通して，プロ

ジェクトの結果に影響を与える，という Robeyら [35]の

研究結果と類似した傾向を示しているといえる．

4.3.2 SMの関与が向上するケース

「X5：失敗防止の組織方針・意識」が強い傾向にあると，

「X2：SMの関与」が向上し「X9：SMと PMの信頼」，お

よび「X6：PMのスキル・アサイン」に影響を与え，結果

として「Y1：プロジェクト計画の精度」，および「Y2：プ

ロジェクトの成否」が向上するケース．以下，因子間の関

係を説明する．

まず，「X5：失敗防止の組織方針・意識」が「X2：SM

の関与」にやや強い影響を与えていることが分かる．プロ

ジェクト計画作業は，PMが全責任を負い，問題を解消し

てプロジェクト計画を作成すると思われがちだが，実際は，

プロジェクトのリソース獲得などの重要課題の対応，PM

の作業状況の確認，および PMの指導などを SMが行う．

そのため，組織内の失敗防止の方針・意識が高まると，プ

ロジェクトの主要な関係者である SMのプロジェクトへの

関与が促進されると考えられる．

次に，「X2：SMの関与」が「X9：SMと PMの信頼」に

やや強い影響を与えていることが分かる．SM が PM の

作業状況の確認，および PMの指導を行うことで，SMと
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PMのコミュニケーションが密になる．これにより，SM

と PMの信頼関係が強まると考えられる．また，「X2：SM

の関与」が「X6：PMのスキル・アサイン」に影響を与え

ていることが分かる．これは，SMが PMの指導を行うこ

とで，PMのスキル不足を補完する効果があると考えられ

る．「X2：SMの関与」が与えるこれらの影響は，戦略的プ

ロジェクトの成功には，SMのサポートが必要であると述

べている Yettonら [36]の研究結果が，どのような因子の

関連によって成り立っているかを説明する 1例といえる．

さらに，Emamら [37]は，プロジェクトの中断には，SM

のプロジェクト関与不足が影響していると述べており，SM

の関与の重要性を補完するものである．なお，「X2：SM

の関与」は The Standish Groupが報告している失敗要因

（表 1）の「Lack of Executive Support」に類似したもので

あり，これが組織文化の因子としてプロジェクト計画の精

度に影響を与えていると推測される．

次に，「X9：SMと PMの信頼」が「X6：PMのスキル・

アサイン」に影響を与えていることが分かる．SMと PM

の信頼が強くなると，SMと PMの間で何でも話しやすい

雰囲気が生まれる．これにより，SMと PMの間で様々な

問題が共有され，PMの作業時間不足などの問題解消を促

進すると考えられる．また，「X9：SMと PMの信頼」が

「Y1：プロジェクト計画の精度」に影響を与えていること

が分かる．これは，前述と同じく様々な問題の共有により，

プロジェクトのリソース獲得などの重要課題が SMによっ

て対処され，プロジェクト計画の精度向上につながると推

測される．そして，「X9：SMと PMの信頼」が「X8：社

内の情報」に影響を与えていることが分かる．SMと PM

の間で何でも話しやすい雰囲気が生まれると，SMが保持

する社内の情報が PMと共有される機会が多くなり，PM

の社内の情報が強化されると考えられる．

最後に，「X6：PMのスキル・アサイン」が「Y1：プロ

ジェクト計画の精度」に影響を与えていることが分かる．

プロジェクト計画の主な作業者である PMのスキル，およ

び作業時間が充足することで，プロジェクト計画の精度が

向上すると考えられる．また，「X6：PMのスキル・アサイ

ン」が「Y2：プロジェクトの成否」に影響を与えているこ

とが分かる．本研究のアンケート回答者の 94.6%が，プロ

ジェクト途中での PMの交代はなかったと回答している．

よって，プロジェクト計画時にスキルが充足している PM

が完了までプロジェクトを担当することで，プロジェクト

実行時の活動の精度が高まり，プロジェクトの成否が向上

すると推測される．McLeodら [3]の調査によると，多数

の研究においてプロジェクトの成否に対して PMのスキ

ル充足の重要性が確認されている，と述べている．また，

Emamら [37]は，プロジェクトの中断には，プロジェクト

マネジメントスキル不足が影響していると報告している．

本研究においても，同様の傾向が確認できたといえる．

4.3.3 社内の情報共有が向上するケース

「X5：失敗防止の組織方針・意識」が強い傾向にあると，

「X8：社内の情報」が向上し，結果として「Y1：プロジェ

クト計画の精度」が向上するケース．この流れに沿って，

因子間の関係を説明する．

まず，「X5：失敗防止の組織方針・意識」が「X8：社内

の情報」に影響を与えていることが分かる．基本的に，プ

ロジェクトは過去に実施したプロジェクトとまったく同じ

ものは存在せず，PMにとって何かしら不明点が存在する．

PMはプロジェクトのリスク回避のために，類似プロジェ

クトの情報を獲得し不明点を解消しようとする．よって，

PMの失敗防止の意識が高まると，社内の情報獲得が促進

されると考えられる．

次に，「X8：社内の情報」が「Y1：プロジェクト計画の

精度」に影響を与えていることが分かる．前述のとおり，

類似プロジェクトの情報を獲得することで，当該プロジェ

クトの計画作業の不明点がある程度解消可能となり，プロ

ジェクト計画の精度向上につながると考えられる．

4.4 プロジェクトの成功に向けた組織文化改善の指針

組織文化の構造の確認より，プロジェクト計画の精度向

上を通したプロジェクトの成否の改善には，以下の 2つの

組織文化改善の取り組みが有効であると考える．

まず，失敗防止の組織方針・意識の強化である．これは，

「X4：開発手順の整備・順守」，「X2：SMの関与」，および

「X8：社内の情報」といった広範囲の因子に影響を与える

ため，改善効果が大きいといえる．失敗防止の組織方針・

意識の強化には，経営層による失敗防止に向けた組織の活

動方針の明確化が必要である．そして，活動方針の定着の

ために，従業員に対する定期的な活動方針の周知が必要で

あると考える．

次に，開発手順の整備・順守の強化である．これは，「Y1：

プロジェクト計画の精度」に影響を与えるだけでなく，「X2：

SMの関与」および「X6：PMのスキル・アサイン」にも

影響を与えるため，改善効果が大きいといえる．開発手順

の整備に際しては，PMの作業内容だけでなく，SMと第

三者チェックの作業内容の整備，および役割の明確化も重

要である．一方で，開発手順の整備は形骸化に陥りやすい

という問題が指摘されている．これを回避するために，従

業員に対する開発手順の目的・利用方法の教育，および定

期的な開発手順の評価・見直しを実施し，順守を促進する

必要があると考える．

5. おわりに

本研究は，「組織文化が，プロジェクト計画作業を通し

て，情報システム開発の成否に影響を与える」，という仮説

を設け，インターネットアンケートおよび統計処理を利用

して，日本の受託企業の情報システム開発の成否に影響を
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与える要因を分析した．

多変量解析の結果，組織文化がプロジェクト計画の精度

に影響を与えること，そしてプロジェクト計画の精度がプ

ロジェクトの成否に影響を与えることを確認した．さら

に，SEMを用いて組織文化の因子の関連を確認した結果，

失敗防止の組織方針・意識が，組織内の開発手順の整備・

順守，プロジェクトに対する SMの関与，および PMの社

内の情報獲得に影響を与えていることを明らかにした．

今後の課題として，会社規模・PM経験年数などの属性

の違いによる組織文化，プロジェクト計画の精度，および

プロジェクトの成否の傾向を分析し，属性ごとの改善案を

検討したいと考える．そして，それらを参考に，実際の組

織で組織文化改善の取り組みを行い，プロジェクト計画の

精度，およびプロジェクトの成否の向上に効果があること

を確認したいと考える．
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